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□ 拡大 □ 現行のまま継続
■ 改善して継続
□ 統合・縮小 □ 廃止・休止
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　意図（活動により対象をどのような状態にしたいのですか）

同和問題をはじめとするさまざまな人権問題についての正しい理解と認識を深め、差別をなくし個人の尊厳を重ん
じる人権教育の推進を図る。

総合計画上の
位置付け

基本方針

H26年度の
事業概要・計画

H27年度の事業計画 H28年度の事業計画

項
010

目

18 年度

細目

部等名 教育部 課等名 記入者名
平成事務事業名

会計 款

年度

平成２６年度　実施計画・事務事業評価（事後評価）シート

生涯学習課 801内線

実施計画
１　基本事項

園屋典子

平成

根拠法令・条例、関連計画等

01

事業期間

施　　策

細 施 策

歴史と文化の薫りが暮らしを彩る教育と住民自治のまちづくり

　予算細々目名

人権教育活動の促進

人権の尊重

人権教育・啓発事務費

Ｈ２６年度事業の継続
(職員が出席する研究大会・
講座等については、北薩教
育事務所から派遣要請があ
るため、年度によって人数
や内容に変動がある。)

１人権教育啓発促進事業費（人権教育・啓発費）

手段（対象に対してどのような活動を行うのですか）

５　今後の方向性、改善案等（行政評価市民委員会）

同和問題をはじめとするさまざまな人権問題についての正しい理解と認識を深め、差別をなくし個人の尊厳を重ん
じる人権教育の推進を図る。

・人権教育講演会（１回、
２５０人）
・教科、交流学習（講師３
人、１３回）
・部落解放・人権西日本夏
期講座（職員１人出席）
・人権管理者研修会（職員
１人出席）
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３　事務事業の概要

２　事務事業の目的（何のためにするのですか）

　対象（誰・何に対して行う事業ですか）
４　事務事業の対象・手段・意図

Ｈ２７年度事業の継続

H25年度の事業概要

・人権教育講演会（１回）
・教科、交流学習（講師３
人、１６回）
・部落解放・人権西日本夏
期講座（職員４人出席）
・部落解放研究全国大会
（職員１人出席）
・人権管理者研修会（職員
１人出席）

市民に対し、人権教育講演会の実施。
県・団体等が開催する各種研究大会・講座・研修会への職員参加。

市民、担当主管課職員

　今後の方向性（総合評価） 　方向性の理由、改善案等

　啓発活動を推進しながら市民参加を促していくこと。また、市民にわ
かりやすい事業実施や、関係課との協議、近隣自治体の取組状況の調査
を踏まえて改善の検討も取り組みながら事業を実施すること。



※　活動指標・・・事業内容を示す数値（ボランティア講座開催回数、道路整備延長距離など）
※　成果指標・・・施策・事務事業の目的達成度を示す数値（ボランティア実施者数、渋滞緩和率など）

□ 拡大 □ 現行のまま継続
■ 改善して継続
□ 統合・縮小 □ 廃止・休止

□ 拡大 ■ 現行のまま継続
□ 改善して継続
□ 統合・縮小 □ 廃止・休止

□ 拡大 □ 現行のまま継続
■ 改善して継続
□ 統合・縮小 □ 廃止・休止

①

事務事業評価（事後評価）
１　指標の推移

区分

あ　る

人権問題の啓発活動の主管課である市民生活課と連携をとり、さらに啓発活動を進める。

□ 

成
果
指
標

□ あ　る

　類似事業の有無と統合の可能性はないですか（市以外の取組含む）

□ あ　る

②

職員が出席する研究大会・講座等については、必要最小限の経費であるため、削減の余地はない。

■ 

①

２　評　　　価

□ 

②

理由

■ あ　る

□ 

な　い 理由

類似する事業はない。

な　い

いいえ

　市と受益者との負担割合は妥当ですか（受益者負担がある場合に記入してください）

効
率
性

□ は　い

■ 

理由

　継続して学び取り組むことで市民の人権問題についての認識が深まる
ことや、今後も新たな人権問題にかかわる差別がうまれる恐れもあり、
繰り返し継続して取組む必要がある。

　今後の方向性（総合評価）

　人権教育の推進を図る必要があるため、現行のまま継続とする。

　成果指標を下げずにコスト削減の余地はないですか
（成果指標がない場合は、単純にコスト削減について記入してください）

■ な　い 理由

本事業には該当しない。

　今後の方向性（総合評価） 　方向性の理由、改善案等

３　今後の方向性、改善案等（一次評価）

４　今後の方向性、改善案等（二次評価）

　方向性の理由、改善案等

そ
の
他

　他の市町村では実施している事業ですか（県内の他市の状況等を具体的に記入してください）

職員が出席する研究大会・講座等については、他の市町村でも同様に各地区教育事務所から派遣要請がある。

活
動
指
標

　行政評価市民委員会の意見のとおり改善して継続とする。

有
効
性

　成果指標又は実施計画の意図を向上させる余地はないですか

理由

廃止・休止すれば、人権についての意識が薄れ新たな差別がうまれる恐れもあり、よりよい地域社
会の形成が困難になる。

　廃止・休止した場合の影響はありますか

な　い

５　今後の方向性、改善案等（最終評価）

　今後の方向性（総合評価） 　方向性の理由、改善案等

指標名 単位
23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 最終目標
実績 実績 実績 目標 目標 目標 年度 目標値

人権教育講演会の開催回数 回 0 0 1 1 1 1 1

人権教育講演会の参加者数 人 0 0 250 250 250 250 250


